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○ 医療機関等を受診した際にかかる医療費のうち、
一般被保険者が支払う自己負担分を除いた費用

①一般分医療給付費

○ 医療機関等を受診した際にかかる医療費のうち、
退職被保険者が支払う自己負担分を除いた費用

②退職分医療給付費

○ 出産育児一時金
被保険者が出産した際に支給する一時金
（子ども１人４２万円）

○ 葬祭費
被保険者が死亡した際に支給する給付金（１件５万円）

○ 診療報酬審査支払手数料
診療報酬の審査、支払業務を委託している福岡県
国民健康保険団体連合会への委託料

③出産一時金等給付費

○ 75歳以上の後期高齢者医療費を支えるための現役

世代の支援金（後期高齢者医療給付費等の４割）

④後期高齢者支援金

○ 介護保険を支えるため40歳から64歳の被保険者が

納付する納付金（介護費用の約３割）

⑤介護納付金

○ 高額な医療費の発生を、都道府県単位で費用負
担を調整するための拠出金（レセプト１件あたり80
万円以上の高額医療共同事業とレセプト１件あたり
30万円以上の保険財政共同安定化事業に分かれ

る。）

⑥共同事業拠出金

○ 特定健診・特定保健指導、はりきゅうの助成費にかか
る費用など

⑦保健事業・事務費等

○ 療養給付費負担金（定率負担）
一般分医療給付費・後期高齢者支援金・介護納付金から
前期高齢者交付金等の財源控除した額（以下「給付費等」
という）の３４％（24年度に34％から32％、2％分は県へ移管）

○ 調整交付金
給付費等の９％相当額。市町村間の財政力の不均衡を
全国ベースで調整するための交付金（市町村間の財政
力等に応じて画一的な基準によって交付される普通調整
交付金と災害その他特別の事情を考慮して交付される特
別調整交付金に分かれる。）

①国庫支出金

○ 調整交付金
給付費等の７％相当額。（24年度に7％から9％、2％分が
国から移管）定率分と収納対策等の取り組み状況に応じ
て交付される財政健全化交付金に分かれる。

②県支出金

○ 前期高齢者(65～74歳)の医療費を全保険者間で財政
調整するため、前期高齢者の加入者数に応じて被用者保
険から交付される交付金

③前期高齢者交付金

○ 退職者分医療給付費に充てるため被用者保険から交付
される交付金

④療養給付費交付金

○ 過去の未収分保険料収入

⑥滞納繰越保険料

○ 資格喪失後の受診等による給付費の返還金収入 等

⑦給付費返還金等

○ 保険料の法定軽減分など法令等に基づく繰入金
（法定繰入）

○ 保険料負担緩和を図るため、市の任意による繰入金
（法定外繰入）

⑧一般会計繰入金

○ 被保険者が負担する保険料

⑨現年度保険料（一般＋退職）

歳出 歳入

⑥滞納繰越保険料（1％）
③出産一時金等給付費（1％） ⑦給付費返還金　等（1％）

※パーセントは、構成割合（24年度予算（見込））

④後期高齢者支援金
（12％）

⑤共同事業交付金
（13％）

⑤介護納付金（5％）

⑥共同事業拠出金
（14％）

⑦保健事業・事務費等
（3％）

①一般分医療給付費
（60％）

②退職者分医療給付費（5％）

①国庫支出金
（27％）

②県支出金（5％）

③前期高齢者交付金
（16％）

④療養給付費交付金（5％）

⑨現年度保険料
（一般＋退職）

（21％）

⑧一般会計繰入金
（12％）

１．福岡市国民健康保険事業の予算構成の概要について
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【保険料の内容】

【平成２３年度：国民健康保険料の保険料率】 

区分 ①医療分 ②支援分 ③介護分 

(ｱ) 所得割 

加入者各々の前年中の基礎 

控除後の総所得金額等 

×   ８．７５％ 

加入者各々の前年中の基礎 

控除後の総所得金額等 

×   ２．８０％ 

40 歳以上 65 歳未満の加入者各々の

前年中の基礎控除後の総所得金額等 

× ２．６８％ 

(ｲ) 均等割 １人につき  ２２，５０１円 １人につき   ６，９１４円 
40 歳以上 65 歳未満 

の加入者１人につき  ８，２２４円 

(ｳ) 世帯割 １世帯につき  ２５，２６４円 １世帯につき  ７，７６３円 
40 歳以上 65 歳未満の加入者 

がいる世帯につき    ６，７８９円 

 

２．保険料の仕組み
保険 組

　① 保険料の計算方法

①医療分
国保加入者の

医療費のため

②支援分
後期高齢者

医療制度のため

③介護分
介護保険のため国民健康

保険料
＝ ＋ ＋

減額割合 減額の対象となる基準所得額 

７割 
国民健康保険の世帯主と、その世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者の前年

中の所得の合計が３３万円以下 

５割 
前年中の所得が３３万円＋(２４万５千円×国民健康保険の世帯主を除いた被保険者

及び世帯主以外の特定同一世帯所属者の人数)以下 

２割 
前年中の所得が３３万円＋（３５万円×被保険者数及び特定同一世帯所属者の人数）

以下 

 

種  類 減 免 事 由 減 免 内 容 

災  害 
災害、風水害、火災等の災害や盗難、横領によ

り、資産の1/3以上の損害を受けた場合 

被害の程度により、被災以後１年以内の保険

料の５０％～１００％を減免 

所得減少 
今年中の見込み所得が４２０万円以下で、その

所得が前年に比べて３０％以上減少する場合 

所得減少割合に応じて、所得割額の１０％～

１００％を減免 

低 所 得 
今年中の見込み所得が法定軽減制度の所得基

準に該当する場合 

見込み所得金額に応じて、均等割額・世帯割

額の２０％～７０％を減免 

給付制限 
監獄などに収監され、保険給付を受けられない

期間が１か月を超えてあった場合 
一般の資格喪失に準じて減免 

生活保護 生活保護の適用を受けることになった場合 当該年度の未納保険料を減免 

旧被扶養者

社会保険などの被用者保険の本人が後期高齢者（長

寿）医療制度の被保険者となったため、その被扶

養者（65歳以上）が国民健康保険に加入する場合 

 

・所得割の全額を減免 

・旧被扶養者に係る均等割額の半額までを減免 

・旧被扶養者のみの世帯の場合は、世帯割額の半

額までを減免 

 

　② 均等割・世帯割の減額

●　所得が一定以下の世帯については、均等割と世帯割が減額されます。

　③ 保険料の減免

●　災害、失業、倒産などの事情により保険料の納付が困難な場合、
　減免が受けられます。

　●　国民健康保険料は、世帯単位で計算し、世帯主が保険料の納付義務者と
　　なります。
　●　保険料は、毎年６月に算定を行います。６月から翌年３月までの１０回
　　でお支払いいただきます。

参考：保険料の計算例

世帯人数：３人（親４０歳２人、子１人）
給与収入：３００万円（所得：１９２万円）

世帯人数：１人（４０歳）
給与収入：９８万円（所得：３３万円）

　基礎控除（▲３３万円）に
より賦課の対象となる所得
が０円となるため、所得割が
かかりません。

　均等割・世帯割は、７割減
額されます。

区分 ①医療分 ②支援分 ③介護分

25,264円 7,763円

16,448円

6,789円

(ｱ) 所得割 139,125円 44,520円 42,612円

(ｲ) 均等割 67,503円 20,742円

(ｳ) 世帯割

計 231,800円 73,000円 65,800円

370,600円　　保険料賦課額（年額）

区分 ①医療分 ②支援分 ③介護分

(ｱ) 所得割 0円 0円 0円

2,036円

(ｲ) 均等割 6,750円 2,074円 2,467円

23,200円　　保険料賦課額（年額）

計 14,300円 4,400円 4,500円

(ｳ) 世帯割 7,579円 2,328円
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法定繰入

医 療
給付費

・
後 期
高齢者
支援金

・
介 護
納付金

など

歳出 歳入

【福岡市国民健康保険運営協議会において諮問している保険料】

①÷被保険者数

→ 一人当たり保険料（必要収入額）（Ａ）

現年度
保険料
調定額

②

＜保険料賦課総額＞

⑤所得割

④世帯割

③均等割

③÷被保険者数→ 均等割（Ｂ）

④÷世帯数 → 世帯割（Ｃ）

⑤÷所得総額 → 所得割（Ｄ）

③÷被保険者数→ 均等割（Ｂ）

④÷世帯数 → 世帯割（Ｃ）

⑤÷所得総額 → 所得割（Ｄ）

②＝①÷予定収納率

現年度
保険料
調定額

⑥
（②と同額）

減額・減免

現年度
保険料

必要収入額
①

国県、他の
医療保険
負担金等

減額・減免

《 予算段階 》 《 賦課段階 》

30

20

50

※全額一般財源

327億円

法定外繰入

※国県の財源措置
交付税措置有り

本
来
保
険
料

と
な
る
部
分

３．保険料率の算定方法と保険料について
○ 医療需要等に見合った収入を確保する必要があるため、医療給付費等の歳出から国・県負担
　金や他の健康保険からの交付金、一般会計繰入金等を除いた残りを保険料でまかなうことと
　なる。

①　算定方式

参考：予算段階

■1人当たり医療費（22Ｎ決算）
　<一般＋退職> （円）

順位 都市名 医療費
① 広島 363,924
② 北九州 362,123

③ 札幌 334,237

④ 岡山 330,033
⑤ 堺 325,782
⑥ 神戸 318,846
⑦ 新潟 310,623
⑧ 大阪 310,438
⑨ 京都 308,439

⑩ 福岡 297,441

⑪ 浜松 287,362
⑫ 静岡 286,712

⑬ 仙台 286,635

⑭ 名古屋 284,457

⑮ 横浜 280,820

⑯ 川崎 275,062
⑰ さいたま 240,116
⑱ 相模原 269,000

⑲ 千葉 261,951

<1>　必要な経費から国県等支
　出金や繰入金を差し引き、
　①保険料必要収入額を算定

<2>　保険料必要収入額を予定
　収納率で割り戻し(②)、減額減免
　分を加算し、賦課総額を算定

<4>　<3>で求めた保険料総額を
　それぞれ被保険者数、世帯数、
　所得総額で除して、均等割・
　世帯割額及び所得割料率を
　決定

<3>　賦課総額を賦課割合に応
　じ、③均等割(30)
　　　④世帯割（20 )
　　　⑤所得割(50)
　に分け、それぞれの保険料総額
　を算定
　※（　）は条例本則上の割合

■1人あたり保険料収入
（23Ｎ予算） （円）

順位 都市名 保険料
① 川崎市 114,564
② 横浜市 112,783

③ 名古屋市 106,185

④ 浜松市 105,751
⑤ 広島市 105,342
⑥ 岡山市 101,324
⑦ 相模原市 100,722
⑧ 堺市 100,071
⑨ さいたま市 97,754

⑩ 仙台市 96,261

⑪ 静岡市 95,927
⑫ 神戸市 94,775

⑬ 京都市 93,153

⑭ 札幌市 92,370

⑮ 福岡市 92,340

⑯ 千葉市 91,031
⑰ 新潟市 89,979
⑱ 大阪市 83,391

⑲ 北九州市 80,455

※医療＋支援＋介護

参考：賦課段階

◇モデル保険料（23ＮＤ）
〔給与98万円、３人世帯〕 〔給与300万円、３人世帯〕

（円） （円）
順位 都市名 保険料 順位 都市名 保険料

① 横 　浜 54,630 ① 堺 402,144
② 名古屋 53,790 ② 京   都 385,700
③ 浜　 松 52,100 ③ 札   幌 375,030
④ 堺 49,284 ④ 福   岡 370,600
⑤ 岡　 山 47,376 ⑤ 岡  山 348,720
⑥ 仙　 台 46,680 ⑥ 大   阪 346,125
⑦ 神　 戸 46,640 ⑦ 北九州 327,350
⑧ 京　 都 45,690 ⑧ 新   潟 325,300
⑨ 広 　島 45,313 ⑨ さいたま 307,000
⑩ 大 　阪 43,252 ⑩ 静   岡 288,500
⑪ 福 　岡 43,200 ⑪ 相模原 262,000
⑫ 相模原 42,500 ⑫ 神   戸 239,500
⑬ 静 　岡 42,100 ⑬ 名古屋 239,120
⑭ 新　 潟 40,200 ⑭ 千   葉 239,040
⑮ 北九州 38,520 ⑮ 仙   台 230,060
⑯ さいたま 38,100 ⑯ 横   浜 227,550
⑰ 札 　幌 36,030 ⑰ 浜   松 221,700
⑱ 千 　葉 29,110 ⑱ 広   島 210,746
⑲ 川　 崎 28,100 ⑲ 川   崎 160,380

○ 所得割保険料は、
　加入者の所得に応じ
　て設定することなっ
　ている。

○ 福岡市の国保加入者
　の所得水準は低いた
　め、相対的に所得割
　料率が高くなる。

○ 医療費は政令市の
　中では中位で、一
　般会計からの繰入
　により、予算段階
　における１人あた
　り保険料は低くな
　っている。

　　

33〔98〕万円
以下, 42.8%

未申告, 4.8%

100〔167〕万円
以下, 11.0%

200〔311〕万円
以下, 19.5%

300〔443〕万円
以下, 7.4%

400〔568〕万円
以下, 2.9%

500〔689〕万円
以下, 1.4%

500〔689〕万円
超, 10.2%

金額は所得［給与収入］

■福岡市国保の所得階層別の世帯割合

※所得は＝（給与収入）－（給与所得控除）〔平成23年10月末日現在〕

33〔98〕万円

以下，42.8%

■1人あたり繰入（23Ｎ予算）
（円）

順位 都市名 繰入
① 大阪 53,690

② 福岡 51,615

③ 札幌 47,834
④ 北九州 47,291
⑤ 名古屋 41,144
⑥ 仙台 40,934
⑦ 相模原 39,685
⑧ 京都 39,572

⑨ 岡山 38,590

⑩ 神戸 35,407
⑪ 堺 32,978
⑫ さいたま 31,684
⑬ 横浜 30,743
⑭ 川崎 29,752
⑮ 新潟 28,340
⑯ 静岡 25,747
⑰ 浜松 23,512
⑱ 千葉 23,231
⑲ 広島 19,169

※法定外繰入を含む

→１人あたり保険料（必要収入額）

■保険料賦課額階層別の世帯の状況

保険料賦課額 構成割合

37.9%、約８万６千世帯

19.2%、約４万３千世帯

17.8%、約４万世帯

11.3%、約２万５千世帯

5.5%、約１万２千世帯

2.8%、約６千世帯

1.5%、約３千世帯

1.8%、約４千世帯

2.2%、約５千世帯

※保険料は、医療＋支援＋介護［平成23年６月１日現在］

77万円以下

５万円以下

10万円以下

20万円以下

30万円以下

40万円以下

50万円以下

60万円以下

70万円以下

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

年間保険料の賦課額が
１０万円以下の世帯が
全世帯の約６割を占める。

所得３３万円
（給与収入で98万円）
（年金収入で153万円）
以下の世帯が、全体の約半数
を占めている。（これらの世帯
には所得割が賦課されない）
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４．23年度保険料の考え方、他都市の保険料水準について

○ 平成23年度は、特に負担感の重い中間所得者層の保険料
　負担を軽減するため賦課割合を条例本則の50：50に
　戻して算定〔図１〕

○ この結果、比較的所得の低い階層では負担増となったた
　め、激変緩和措置として約９億円の法定外繰入金を増額
　し、１人あたり保険料を2,000円引下げ
　〔図２〕

○ 国保運営協議会においては、
　「医療費等の支出の増加が見込まれる場合、本来、保険
　料は引上げとなるべきところである。しかしながら、
　平成２３年度保険料の算定において、中間所得者層の負
　担軽減に向けた賦課割合の変更を行うこととしており、
　これによって生じる低所得者層の負担増加などに配慮し
　た措置として、今回に限り、諮問どおり引下げを適当と
　するものである。」と答申した。

（１）平成23年度の保険料の考え方について （２）他都市の保険料水準について

○ 給与収入300万円のモデル保険料を政令市で比較した場合、福岡市だけが保険料を
　引き下げとなっており、多くの他政令市は引上げとなっている状況。〔表１〕

〔図１〕賦課割合の見直し

〔図２〕特別繰出の追加
《歳出》 《歳入》

（特別繰出前） （特別繰出後）

関連歳入

一般会計
繰入金

１８８億円

保険料

歳出

関連歳入

一般会計
繰入金

１７９億円

保険料

１人あたり保険料を
2,000円引下げ

（医療分と支援分の合計）

〔１人世帯〕 （円） 〔１人世帯〕 （円） 〔１人世帯〕 （円） 〔１人世帯〕 （円）

順位 都市名 保険料 順位 都市名 保険料 増減 順位 都市名 保険料 順位 都市名 保険料 増減

① 堺 26,568 ① 堺 26,316 ▲ 252 ① 仙   台 344,960 ① 神   戸 362,390 27,830

② 浜   松 25,900 ② 浜   松 25,900 0 ② 神   戸 334,560 ② 仙   台 362,350 17,390

③ 大   阪 25,423 ③ 大   阪 25,698 275 ③ 堺 313,704 ③ 堺 325,584 11,880

④ 仙   台 25,220 ④ 仙   台 25,230 10 ④ 福   岡 313,600 ④ 札   幌 325,180 13,720

⑤ 神   戸 23,890 ⑤ 神   戸 24,900 1,010 ⑤ 札   幌 311,460 ⑤ 広   島 312,507 28,044

⑥ 岡   山 23,400 ⑥ 岡   山 23,400 0 ⑥ 京   都 287,510 ⑥ 京   都 307,480 19,970

⑦ 福   岡 23,100 ⑦ 福   岡 23,200 100 ⑦ 大   阪 285,089 ⑦ 福   岡 303,500 ▲ 10,100

⑧ 京   都 22,242 ⑧ 京   都 22,224 ▲ 18 ⑧ 広   島 284,463 ⑧ 名古屋 287,750 22,510

⑨ 北九州 20,860 ⑨ 北九州 21,460 600 ⑨ 岡   山 268,800 ⑨ 大   阪 287,601 2,512

⑩ 新   潟 20,700 ⑩ 札   幌 21,080 440 ⑩ 浜   松 268,400 ⑩ 浜   松 283,300 14,900

⑪ 札   幌 20,640 ⑪ 新   潟 20,900 200 ⑪ 名古屋 265,240 ⑪ 北九州 270,370 13,140

⑫ 相模原 20,600 ⑫ 相模原 20,600 0 ⑫ 北九州 257,230 ⑫ 岡   山 268,800 0

⑬ 静   岡 19,300 ⑬ 広   島 19,935 791 ⑬ 新   潟 256,900 ⑬ 川   崎 266,590 29,040

⑭ 広   島 19,144 ⑭ 横   浜 19,710 1,630 ⑭ 川   崎 237,550 ⑭ 新   潟 260,800 3,900

⑮ 名古屋 18,410 ⑮ 静　岡 19,600 300 ⑮ さいたま 224,900 ⑮ 横   浜 231,860 39,510

⑯ 横   浜 18,080 ⑯ 名古屋 19,250 840 ⑯ 静   岡 212,700 ⑯ さいたま 224,900 0

⑰ 川   崎 16,380 ⑰ 川   崎 17,330 950 ⑰ 千   葉 200,380 ⑰ 静   岡 213,900 1,200

⑱ 千   葉 16,230 ⑱ 千   葉 16,230 0 ⑱ 横   浜 192,350 ⑱ 千   葉 200,380 0

⑲ さいたま 13,500 ⑲ さいたま 13,500 0 ⑲ 相模原 189,100 ⑲ 相模原 189,100 0
※保険料は、医療分＋支援分＋介護分 ※保険料は、医療分＋支援分＋介護分

〔３人世帯〕 （円） 〔３人世帯〕 （円） 〔３人世帯〕 （円） 〔３人世帯〕 （円）

順位 都市名 保険料 順位 都市名 保険料 増減 順位 都市名 保険料 順位 都市名 保険料 増減

① 浜   松 52,100 ① 横   浜 54,630 4,550 ① 堺 389,904 ① 堺 402,144 12,240

② 名古屋 51,804 ② 名古屋 53,790 1,986 ② 福   岡 379,500 ② 京   都 385,700 19,710

③ 横   浜 50,080 ③ 浜   松 52,100 0 ③ 京   都 365,990 ③ 札   幌 375,030 14,820

④ 堺 49,428 ④ 堺 49,284 ▲ 144 ④ 札   幌 360,210 ④ 福   岡 370,600 ▲ 8,900

⑤ 岡   山 47,376 ⑤ 岡   山 47,376 0 ⑤ 岡   山 348,720 ⑤ 岡   山 348,720 0

⑥ 仙   台 46,760 ⑥ 仙   台 46,680 ▲ 80 ⑥ 大   阪 343,073 ⑥ 大   阪 346,125 3,052

⑦ 京   都 45,786 ⑦ 神   戸 46,640 1,690 ⑦ 新   潟 320,600 ⑦ 北九州 327,350 15,080

⑧ 神   戸 44,950 ⑧ 京   都 45,690 ▲ 96 ⑧ 北九州 312,270 ⑧ 新   潟 325,300 4,700

⑨ 広   島 43,583 ⑨ 広   島 45,313 1,730 ⑨ さいたま 307,000 ⑨ さいたま 307,000 0

⑩ 大   阪 42,817 ⑩ 大   阪 43,252 435 ⑩ 静   岡 284,900 ⑩ 静   岡 288,500 3,600

⑪ 福   岡 42,800 ⑪ 福   岡 43,200 400 ⑪ 相模原 262,000 ⑪ 相模原 262,000 0

⑫ 相模原 42,500 ⑫ 相模原 42,500 0 ⑫ 千   葉 239,040 ⑫ 神   戸 239,500 19,220

⑬ 静   岡 41,100 ⑬ 静   岡 42,100 1,000 ⑬ 名古屋 221,158 ⑬ 名古屋 239,120 17,962

⑭ 新   潟 39,800 ⑭ 新   潟 40,200 400 ⑭ 神   戸 220,280 ⑭ 千　 葉 239,040 0

⑮ さいたま 38,100 ⑮ 北九州 38,520 1,170 ⑮ 仙   台 219,140 ⑮ 仙   台 230,060 8,902

⑯ 北九州 37,350 ⑯ さいたま 38,100 0 ⑯ 浜   松 213,200 ⑯ 横   浜 227,550 27,700

⑰ 札   幌 35,260 ⑰ 札   幌 36,030 770 ⑰ 横   浜 199,850 ⑰ 浜   松 221,700 8,500

⑱ 川   崎 29,670 ⑱ 川   崎 31,280 1,610 ⑱ 広   島 192,912 ⑱ 広   島 210,746 17,834

⑲ 千   葉 29,110 ⑲ 千   葉 29,110 0 ⑲ 川   崎 138,530 ⑲ 川   崎 160,380 21,850
※保険料は、医療分＋支援分＋介護分 ※保険料は、医療分＋支援分＋介護分

※３人世帯は、親２人（４０歳代）・子１人 ※３人世帯は、親２人（４０歳代）・子１人

２２年度 ２３年度２２年度 ２３年度

単
身
世
帯

３
人
世
帯

給与収入９８万円 給与収入３００万円

〔表１〕モデル保険料の政令市比較（22N－23N）

H22の賦課割合
（条例附則）

　

H23の賦課割合
（条例本則）

所得割
５２

均等割
２９

世帯割
１９

保険料の総額

所得割
５０

均等割
３０

世帯割
２０

所得割が増えると
中間所得者層の負担増

均等・世帯割が増えると
低所得者層の負担増

低所得者層に配
慮し、均等割・世
帯割額を据え置い
てきた結果、相対
的に割合が低く
なっていた。
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（億円） （億円） （億円） （億円）

対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度

Ｈ１４年度 272 16 288 739 92 68 160 387 Ｈ１４年度
Ｈ１５年度 281 9 18 2 299 11 792 53 95 3 73 5 168 8 406 19 Ｈ１５年度
Ｈ１６年度 291 10 19 1 310 11 862 70 111 16 73 0 184 16 427 21 Ｈ１６年度
Ｈ１７年度 291 0 23 4 314 4 925 63 116 5 70 ▲ 3 186 2 431 4 Ｈ１７年度
Ｈ１８年度 287 ▲ 4 28 5 315 1 970 45 110 ▲ 6 71 1 181 ▲ 5 431 0 Ｈ１８年度
Ｈ１９年度 278 ▲ 9 26 ▲ 2 304 ▲ 11 1,027 57 116 6 71 0 187 6 481 50 Ｈ１９年度
Ｈ２０年度 262 ▲ 16 27 1 289 ▲ 15 1,065 38 108 ▲ 8 71 0 179 ▲ 8 447 ▲ 34 Ｈ２０年度
Ｈ２１年度 255 ▲ 7 24 ▲ 3 279 ▲ 10 1,053 ▲ 12 104 ▲ 4 73 2 177 ▲ 2 405 ▲ 42 Ｈ２１年度
Ｈ２２年度 256 1 23 ▲ 1 279 0 1,090 37 107 3 76 3 183 6 432 27 Ｈ２２年度
Ｈ２３年度 250 ▲ 6 23 0 273 ▲ 6 1,123 33 117 10 71 ▲ 5 188 5 450 18 Ｈ２３年度

Ｈ２４年度案 252 2 26 3 278 5 1,128 5 124 7 56 ▲ 15 180 ▲ 8 458 8 Ｈ２４年度案

（円） （円） （円） （円）

対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度

Ｈ１４年度 72,206 14,274 86,480 231,506 21,809 16,146 37,955 91,904 Ｈ１４年度
Ｈ１５年度 72,206 0 15,898 1,624 88,104 1,624 234,147 2,641 21,794 ▲ 15 16,781 635 38,575 620 93,210 1,307 Ｈ１５年度
Ｈ１６年度 72,206 0 16,255 357 88,461 357 242,895 8,748 24,551 2,757 16,057 ▲ 724 40,608 2,033 94,538 1,328 Ｈ１６年度
Ｈ１７年度 72,206 0 19,501 3,246 91,707 3,246 254,327 11,432 25,352 801 15,293 ▲ 764 40,645 37 94,174 ▲ 364 Ｈ１７年度
Ｈ１８年度 72,206 0 23,385 3,884 95,591 3,884 263,771 9,444 24,043 ▲ 1,309 15,575 282 39,618 ▲ 1,027 94,043 ▲ 131 Ｈ１８年度
Ｈ１９年度 72,206 0 23,385 0 95,591 0 281,425 17,654 25,468 1,425 15,565 ▲ 10 41,033 1,415 105,709 11,666 Ｈ１９年度
Ｈ２０年度 73,999 1,793 22,801 ▲ 584 96,800 1,209 293,248 11,823 29,627 4,159 19,664 4,099 49,291 8,258 123,005 17,296 Ｈ２０年度
Ｈ２１年度 73,999 0 21,757 ▲ 1,044 95,756 ▲ 1,044 294,705 1,457 29,004 ▲ 623 20,368 704 49,372 81 113,311 ▲ 9,694 Ｈ２１年度
Ｈ２２年度 73,999 0 20,995 ▲ 762 94,994 ▲ 762 303,371 8,666 29,813 809 21,191 823 51,004 1,632 120,310 6,999 Ｈ２２年度
Ｈ２３年度 71,999 ▲ 2,000 20,341 ▲ 654 92,340 ▲ 2,654 308,631 5,260 32,109 2,296 19,506 ▲ 1,685 51,615 611 123,809 3,499 Ｈ２３年度

Ｈ２４年度案 72,390 391 21,118 777 93,508 1,168 307,684 ▲ 947 33,914 1,805 15,235 ▲ 4,271 49,149 ▲ 2,466 124,961 1,153 Ｈ２４年度案

計

計医療分＋支援分 介護分 計

法定外法定

法定外

医療分＋支援分 介護分 計

法定

○現年度保険料総額 ○医療費総額 ○一般会計繰入総額 ○国県支出金総額

○１人あたり現年度 ○１人あたり医療費 ○１人あたり一般会計繰入金 ○１人あたり国県支出金

５．保険料・医療費・一般会計繰入金・国県支出金の推移＜予算ベース＞

１人あたり医療費・保険料等の推移

231,506 234,147
242,895

254,327
263,771

281,425

293,248 294,705
303,371

308,631 307,684

72,206 72,206 72,206 72,206 72,206 72,206 73,999 73,999 73,999 71,999 72,390

37,955 38,575 40,608 40,645 39,618 41,033

49,291 49,372 51,004 51,615 49,149

91,904 93,210 94,538 94,174 94,043

105,709

123,005

113,311

120,310
123,809 124,961

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４（案）

30,000

50,000

70,000

90,000

110,000

130,000

150,000

170,000

１人あたり保険料（医療＋支援）

１人あたり医療費

１人あたり繰入額

１人あたり国県支出金

平成14年度を100とした場合の指数

90

100

110

120

130

140

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４（案）

１人あたり医療費 １人あたり国県支出金

１人あたり保険料（医療＋支援）

１人あたり繰入額
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